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平成１９年９月２６日判決言渡 同日原本領収

平成１９(行コ)第１０２号 不当労働行為救済命令取消控訴事件（原審・東京地方裁判所

平成１６年(行ウ)第５３４号）

ロ頭弁論終結日 平成１９年８月２２日

判 決

控 訴 人 日本郵政公社

被控訴人 中央労働委員会

参 加 人 郵政産業労働組合

（以下「参加人郵産労」という ）。

参 加 人 郵政産業労働組合東京地方本部

参 加 人 郵政産業労働組合小石川支部

（以下「参加人小石川支部」という ）。

参 加 人 郵政産業労働組合石神井支部

（以下「参加人石神井支部」という ）。

主 文

１ 本件控訴を棄却する。

２ 控訴費用（参加の費用を含む ）は控訴人の負担とする。。

事実及び理由

第１ 控訴の趣旨

１ 原判決を取り消す。

２ 被控訴人が平成１０年（不）第５号事件について平成１６年１１月４日付けでした

命令を取り消す。

３ 訴訟費用は，第１，２審とも被控訴人及び参加人らの負担とする。

第２ 事案の概要（略語等は，原則として，原判決に従う ）。

１ 本件は，控訴人の職員で組織する労働組合である参加人らが，組合事務室が貸与さ

（ （ ）れないことは不当労働行為に該当すると主張して救済申立てをした 平成１０年 不

第５号事件。以下「本件救済申立て」という ）ところ，被控訴人が平成１６年１１。

月４日付けで救済命令（以下「本件命令」という ）を発したので，控訴人がその取。

消しを求めた事案である。

原審は，控訴人は，小石川郵便局の２つの組合（全逓信労働組合（平成１６年６月

に日本郵政公社労働組合に名称変更 以下 名称変更前は 全逓 名称変更後を Ｊ。 ， 「 」， 「

ＰＵ」という ）小石川総分会（現ＪＰＵ池袋支部小石川総分会）及び全日本郵政労。

働組合（以下「全郵政」という ）小石川支部）及び石神井郵便局の２つの組合（全。

（ ） ） ，逓石神井支部 現ＪＰＵ池袋支部石神井総分会 及び全郵政石神井支部 については

局舎の新築や新館の建築に際し，組合事務室として貸与すべきスペースを確保して設

計，建築し，それぞれ局舎の一部を組合事務室として貸与しているのであるから，参

（ 「 」 。） ，加人小石川支部及び参加人石神井支部 以下 参加人各支部 という に対しても
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同様に貸与すべきスペースを捻出しなければならないところ，控訴人は，参加人小石

川支部については昭和５９年以降，参加人石神井支部については昭和５８年以降一貫

して組合事務室として貸与すべきスペースを作ることが全くできなかったというわけ

， ，ではないにもかかわらず 参加人各支部の貸与要求を拒否し続けてきたものであって

参加人各支部に組合事務室を貸与しなかったことについて合理的な理由があったとは

いえず，労働組合法７条３号の不当労働行為（支配介入）に該当し，本件命令を発す

， ，るにつき被控訴人に裁量の逸脱濫用はないなどとして 控訴入の請求を棄却したため

控訴人が控訴した。

２ 前提となる事実，争点及び争点についての当事者の主張は，原判決の「事実及び理

由」第２の１ないし３に摘示されたとおりであるから，これを引用する。

第３ 当裁判所の判断

１ 当裁判所も，控訴人の請求は理由がないものと判断する。その理由は，次のとおり

原判決を訂正し，控訴人のその余の主張に対する判断を次項に付加するほか，原判決

の「事実及び理由」第３の１ないし７に説示されたとおりであるから，これを引用す

る。

（原判決の訂正）

( ) １４頁３行目の「使用者が」から７行目末尾までを次のとおり改める。1
「使用者が，上記のような意図に基づいて，一方の組合に組合事務室等を貸与してお

きながら，他方の組合に対して一切貸与を拒否するといった差別的な取扱いをする

ことは，使用者の支配介入に当たるというべきであり，組合活動における組合事務

所の重要性に照らして，上記の取扱いを異にすることにつき合理的な理由が立証さ

れない限り，他方の組合の活動力を低下させその弱体化を図ろうとする意図を推認

させるものとして，当該取扱いは労働組合法７条３号の不当労働行為に該当すると

解すべきであって（最高裁昭５７(行ツ)第５０号同６２年５月８日第二小法廷判決

・集民１５１号１頁参照 ，更に使用者が当該他方の組合を敵視し，その弱体化を）

企図する等の積極的な動機を有することを要するものではない 」。

( ) １４頁２４行目の「るけれども」を「る。確かに，日本郵政公社施設管理規程に2
よれば，郵便局の庁舎は，本来，日本郵政公社の組織に属する諸機関において遂行

する事業及びその事業の事務の用に供することを目的として設置され（同規程１

条 ，その目的外に使用することが原則として制限され，施設等における業務の正）

常な遂行を含む秩序維持等に支障がないと認める場合に限り施設等の目的外使用承

認ができると規定されている（同規程７条）から，組合事務所としての貸与におい

ても，この観点からの郵便局長による裁量判断を要するものといえる。しかし，こ

の裁量判断においても使用者としての平等取扱いないし中立保持の要請が後退する

ものではなく 」と改める。，

( ) １５頁２行目末尾に次のとおり加える。3
「控訴人は，組合事務室の使用の許否に当たり，業務上等の支障の有無が各郵便局

長の裁量判断にゆだねられていることから，各郵便局長の判断に裁量権の逸脱濫

用がない限り，組合事務室を貸与しないことについて合理的な理由が存在すると

も主張する。しかし，既に説示したとおり，組合事務室の貸与に関して複数組合
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に対する対応に相違があり，一部組合に不利益な取扱いをするときは，この取扱

いに関する合理的理由は，使用者の裁量の内容（平等取扱いないし中立保持の要

請に反しない事情があること，あるいはこの要請に沿わないことを相当とする事

） ， 。 ，情があること等 を含めて 使用者において立証ずべきものである したがって

郵便局長の上記裁量の存在を理由に，相手方がその裁量権の行使の逸脱濫用を主

張立証する責任を負ったり，又は使用者の合理性の立証が緩和されたりするもの

と解すべきではない 」。

( ) ２１頁１３行目の「甲６２の２」及び「甲６４の１」の次にそれぞれ「，弁論の4
全趣旨」を加え，同頁１４ないし１５行目の「年末年始繁忙期においても 」から，

同頁１７行目末尾までを次のとおり改める。

「 ， ，２階貯金課休息室 応接コーナーとして比較的広いスペースが取られているなど

余裕が全くない状態ではない 」。

( ) ２２頁１４行目ないし１５行目の「両室とも用途が決まっておらず 」から同頁5 ，

１８行目末尾までを次のとおり改める。

「全逓小石川総分会については，従前の局舎で組合事務室が貸与されており，新築

後の現局舎においても引き続き組合事務室が貸与されているのであるから，控訴

人は，現局舎の新築に際し，新たに区画として区切られた部屋を設けた上，これ

を組合事務室として貸与したものであり，組合事務室として貸与すべき新たなス

ペースを工夫して捻出したものと認められる。また，全郵政小石川支部について

も，全逓小石川総分会と同じ昭和５１年１０月２５日付けで組合事務室の貸与申

請がされ，同年１２月１日付けで，同一の条件をもって組合事務室の使用許可が

されているのであるから，全逓小石川総分会と同様に，現局舎の新築に際し，組

合事務室として貸与すべき新たなスペースが工夫して捻出されたものと認められ

る 」。

( ) ２４頁１９行目の「新局舎」から２０行目の「事情」までを「組合事務室として6
貸与すべき新たなスペースを工夫して総出したとの事情」と改める。

( ) ２９頁２５行目ないし２６行目の「甲９５の１ないし３」の次に「，弁論の全趣7
旨」を，３０頁１行目の「甲９６の１ないし３」の次に「，１２５の３，弁論の全

趣旨」を，同頁２行目の「甲１１２ないし１１４」の次に「，１２５の１０，弁論

の全趣旨」を，同頁３行目の「甲１１５の１，２」の次に「，１２５の１１，弁論

」 ， 「 」 「， 」 ，の全趣旨 を 同頁４行目の 甲８９ないし１２２ の次に 弁論の全趣旨 を

それぞれ加える。

( ) ３１頁３行目の「両室とも用途が決まっておらず 」から同頁６行目末尾までを8 ，

次のとおり改める。

「両組合については，従前の局舎においてそれぞれ組合事務室が貸与されており，昭

和５０年に新館が増築された後の局舎においても引き続き組合事務室が貸与されて

いるのであるから，控訴人は，新館の増築に際し，新たに区画として区切られた部

屋を設けた上，これを組合事務室として貸与したものであり，両組合に対し，組合

事務室として貸与すべき新たなスペースを工夫して捻出したものと認められる 」。

２ 控訴人のその余の主張に対する判断
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( ) 控訴人は，参加人各支部について組合事務室を貸与できなかったことから局舎内1
の会議室の使用を許可しており，参加人各支部から人事交流に関して不当労働行為

であるとして申し立てられた救済命令の申立てについて，被控訴人は不当労働行為

意思がないと判断しており，さらに，控訴人は，他の郵便局において参加人郵産労

に対して組合事務室を貸与しているのであるから，控訴人に不当労働行為意思はな

いなどと主張する。

しかし，控訴人が主張する上記諸事情は，継続的な組合事務室の貸与とは異なる

単発的な会議室の使用許可や，組合事務室の貸与の問題とは異なる人事交流の問題

における不当労働行為意思の有無や，他の郵便局における組合事務室貸与の事実に

すぎず，いずれも，小石川郵便局及び石神井郵便局のそれぞれについて，他の２つ

（ （ ）， ，の組合 全逓小石川総分会 現ＪＰＵ池袋支部小石川総分会 全郵政小石川支部

全逓石神井支部（現ＪＰＵ池袋支部石神井総分会 ，全郵政石神井支部）に組合事）

務室を貸与する一方で，参加人各支部に対して組合事務室の貸与を拒否することに

ついての合理的な理由を基礎付けるものではなく，不当労働行為意思の推認を覆す

には足りない。

( )ア 控訴人は，小石川郵便局の現局舎を新築するについて全逓小石川総分会及び全2
郵政小石川支部に組合事務室として貸与すべきスペースを確保するために 「予，

備室」又は「図書室」を設計し，建築した事実はなく，石神井郵便局についても

同樣であるから，参加人各支部についても，何らかの工夫をしてスペースを捻出

しなければならないということはできず，参加人各支部に組合事務室を貸与する

のは，使用しない施設が生じるか，業務上の支障を来さない範囲で組合事務室と

して貸与可能な施設を生み出すことができた場合に限られるなどと主張する。

しかしながら，前記１( )及び( )のとおり，被控訴人は，全逓小石川総分会に2 3
ついては小石川郵便局の現局舎を新築するに際し，全逓石神井支部及び全郵政石

神井支部については石神井郵便局の新館を増築するに際し，それぞれ，新たに区

画として区切られた部屋を設けた上，これを組合事務室として貸与したものであ

り，上記各組合に対し，組合事務室として貸与すべき新たなスペースを工夫して

捻出したというのであるから，使用者の平等取扱義務ないし中立保持義務の観点

からは，参加人各支部についても，上記各組合と同様に，何らかの工夫をして組

合事務所として貸与すべき新たなスペースを捻出しなければならないというべき

である。そして，上記各組合に対する組合事務所の貸与の経緯を考慮すると，参

加人各支部について，組合事務所として貸与すべき新たなスペースを捻出すると

は，既に存在する区画として区切られた部屋が使用されなくなった場合や，偶々

業務に支障がない施設が生じた場合に限らず，部屋の用途の廃止やレイアウトの

変更が行われる際などに，新たなスペースを工夫して捻出することが含まれると

いうべきである。したがって，参加人各支部に組合事務室を貸与するのは，使用

しない施設が生じるか，業務上の支障を来さない範囲で組合事務室として貸与可

能な施設を生み出すことができた場合に限られるとする控訴人の主張は採用でき

ない。

イ 労働組合法７条は 「労働組合の運営のための経費の支払につき経理上の援助，
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を与えること」をしてはならない（同条３号）が，例外として「最小限の広さの

事務所の供与」等を除くと規定している（同号ただし書）ところ，一般に経費援

助については，使用者が労働組合に与える経済的利益に着目し，労働組合の自主

性を阻害するために禁止されているものと考えられることから，使用者が労働組

合に対し，組合事務所を貸与することが「最小限の広さの事務所の供与」に当た

る場合には，不当労働行為としての経費援助に当たらないというべきであって，

当該事務所を設置するために使用者が一定の費用を要したか否かに関わらないと

いうべきである。したがって，本件において，控訴人が参加人各支部に対し，組

合事務所として貸与するために新たに区画として区切られた部屋を作る場合，仮

に，小石川郵便局地下２階保険課倉庫を事務室として改修する費用として約１７

０万円，石神井郵便局別館１階に仕切りを設けた上で事務室を設置する費用とし

て約１５０万円が必要となるとしても，これをもって，当該組合事務所の貸与が

同条３号が禁止する経費援助に当たるということはできない。

ウ 控訴人は，小石川郵便局及び石神井郵便局では，現時点において，平成１９年

１０月１日の郵政公社の民営・分社化へ向けて局舎内工事等が行われているとこ

ろ，民営・分社化後は局舎の間仕切り工事等により局舎はさらに狭隘な状態にな

っており，本件命令の履行が極めて困難な状況にある旨主張するが，上記の諸事

情は，本件命令の取消事由として考慮することはできないというべきである。

( ) 控訴人は，本件命令書では，被申立人を日本郵政公社総裁と認定しながら，当事3
者の追加の手続もなしに，法人である日本郵政公社を名宛人たる被申立人と表示し

ていることから，本件命令手続に違法があると主張する。

しかし，労働組合法２７条の救済命令の被申立人及び名宛人とされる「使用者」

は，同法７条にいう「使用者」であり，法律上独立した権利義務の帰属主体（法主

体）であることを要するから，救済命令の申立てにおいて当該法主体の機関又は構

成部分が表示されていたとしても，申立ての趣旨を合理的に解釈するときは，当該

法主体を当事者とするものと解するに妨げはない。救済命令の名宛人として当該法

主体の機関又は構成部分を表示することは，救済命令の当事者の表示の瑕疵という

べきであるが，その場合でも，合理的解釈により当該法主体を名宛人とする趣旨と

合理的に解釈すべきこと（最高裁昭和５６年(行ツ)第２０５号，第２０６号，同６

０年７月１９日第三小法廷判決・民集３９巻５号１２６６頁参照）からすれば，救

済命令の名宛人を当該法主体と善解して表示することに何らの違法はない。

これを本件についてみると，本件命令書では，被申立人との表題の下に控訴人の

代表者として公社総裁を掲げたものであり，その上で，法主体性を有する日本郵政

公社を本件命令の名宛人と善解する旨を明記しているのであって，本件命令手続に

おいて当事者の変更がされたものと解すべきではない（本件命令手続において被申

立人が提出した平成１５年４月１８日付け被申立人組織等変更届は，郵政事業庁か

ら控訴人への移行により，総務大臣の表示を日本郵政公社総裁に変更すべき旨の届

出にすぎない ）。

３ 控訴人のその余の主張も，上記認定，判断を左右するものではない。

４ よって，控訴人の請求を棄却した原判決は相当であり，本件控訴は理由がないから
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棄却することとして，主文のとおり判決する。

東京高等裁判所第１１民事部


